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議案第９号 

   平成３１年度銚子市水道事業会計予算 

 （総 則） 

第１条 平成３１年度水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

⑴ 給 水 戸 数         ２６，７００戸 

⑵ 年 間 総 給 水 量      ９，５８０，０００立方メートル 

⑶ １ 日 平 均 給 水 量         ２６，２４７立方メートル 

⑷ 主要な建設改良事業 

浄 水 施 設 整 備 事 業 ７６６，２６３千円 

配 水 施 設 整 備 事 業 ２４９，７００千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収          入 

第１款 水 道 事 業 収 益    ２，４０９，０００千円 

第１項 営 業 収 益   ２，２７６，００６千円 

第２項 営 業 外 収 益     １３２，９９４千円 

支          出 

第１款 水 道 事 業 費 用    ２，２８０，０００千円 

第１項 営 業 費 用   ２，１６９，０２５千円 

第２項 営 業 外 費 用     １００，９７５千円 

第３項 予 備 費      １０，０００千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本

的支出額に対し不足する額９４５，７８３千円は当年度分消費税及び地方消

費税資本的収支調整額８１，５９３千円及び過年度分損益勘定留保資金 

８６４，１９０千円で補てんするものとする。）。 

収          入 

第１款 資 本 的 収 入      ３７３，２１７千円 

第１項 企 業 債     ３００，０００千円 

第２項 出 資 金       １，６１９千円 

第３項 補 助 金      １２，２６４千円 

第４項 負 担 金       ９，３３４千円 

第５項 長 期 貸 付 償 還 金      ５０，０００千円 

支          出 

第１款 資 本 的 支 出    １，３１９，０００千円 

第１項 建 設 改 良 費   １，０１９，５２２千円 

第２項 企 業 債 償 還 金     ２９９，４７８千円 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定

める。 

（単位 千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利   率 償 還 の 方 法 

建設改良事業 300,000 

普通貸借 

又  は 

証券発行 

年利 3.0％以内。
ただし、利率見直
し方式で借り入れ
る資金について、
利率の見直しを 
行った後において
は、当該見直し後
の利率  

借入れ先の融通条
件による。ただし、
企業財政その他の都
合により繰上償還又
は低利に借換えす
ることができる。 
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（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと  

定める。 

⑴ 営業費用・営業外費用の相互間 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、この経費の金額をこれ以外の経費の金額に流

用し、又はこれ以外の経費をこの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

経なければならない。 

⑴  職員給与費   ２５６，２９２千円 

（他会計からの補助金） 

第８条  水道事業運営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は､ 

１，９１９千円である。 

（たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、３０，０００千円と定める。 

平成３１年２月１３日提出 

銚子市長 越 川 信 一   



予定額(千円) 備                考

１ 水 道 事 業 収 益 2,409,000 

１ 営 業 収 益 2,276,006 

１ 給 水 収 益 2,205,232 水道料金

２ 他 会 計 負 担 金 4,200 消火栓維持管理費等負担金

３ 受 託 工 事 収 益 28,336 上水道布設受託工事収益

４ 雑 収 益 38,238 
水道利用加入金
工事検査手数料等

２ 営 業 外 収 益 132,994 

１ 受 取 利 息 482 
預金利息
他会計貸付金利息

２ 他 会 計 補 助 金 1,919 児童手当補助金等

３ 長期前受金戻入 126,753 長期前受金収益化額

４ 雑 収 益 3,840 不用品売却収益等

平成３１年度　銚 子 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入

款 項 目
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予定額(千円) 備                考

１ 水 道 事 業 費 用 2,280,000 

１ 営 業 費 用 2,169,025 

１ 原水及び浄水費 977,544 
施設維持管理費
受水費

２ 配水及び給水費 223,776 施設維持管理費

３ 業 務 費 102,723 検針・料金収納費

４ 総 係 費 116,311 一般管理費

５ 減 価 償 却 費 707,914 固定資産減価償却費

６ 資 産 減 耗 費 15,457 固定資産除却費

７ 受 託 工 事 費 25,300 上水道布設受託工事費

２ 営 業 外 費 用 100,975 

１ 支 払 利 息 89,391 企業債等利息

２
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

10,000 

３ 雑 支 出 1,584 不用品売却原価等

３ 予 備 費 10,000 

１ 予 備 費 10,000 

支　　　　　　出

款 項 目
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予定額(千円) 備                考

１ 資 本 的 収 入 373,217 

１ 企 業 債 300,000 

１ 企 業 債 300,000 上水道事業債

２ 出 資 金 1,619 

１ 出 資 金 1,619 一般会計出資金

３ 補 助 金 12,264 

１ 補 助 金 12,264 生活基盤施設耐震化等交付金

４ 負 担 金 9,334 

１ 負 担 金 9,334 
千葉県関連工事負担金
消防経費負担金

５ 長期貸付償還金 50,000 

１ 長期貸付償還金 50,000 他会計貸付償還金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入

款 項 目
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予定額(千円) 備                考

１ 資 本 的 支 出 1,319,000 

１ 建 設 改 良 費 1,019,522 

１ 構 築 物 費 1,015,963 
浄水施設更新事業費
配水管整備事業費等

２ 機械及び装置費 648 水道メーター

３
車 両 及 び
工 器 具 備 品 費

2,911 水質検査機器等購入費

２ 企 業 債 償 還 金 299,478 

１ 企 業 債 償 還 金 299,478 元金償還金

款 項 目

支　　　　　　出
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（単位  千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

固定資産除却費

修繕引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

長期貸付金返還による収入

国庫補助金等による収入

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高 2,150,421

300,000

△ 299,478

1,619

2,141

△ 257,905

2,408,326

50,000

12,264

9,334

△ 929,738

758,601

482

△ 89,391

669,692

△ 1,001,336

6,239

53,241

443

△ 26,900

1,135

△ 126,753

△ 482

89,391

平成３１年度 銚子市水道事業予定キャッシュ・ フロ ー計 算書

（平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで）

39,116

707,914

15,257
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１　総    括

給 与 費 明 細 書

（単位　千円）

区 分
職 員 数 給 与 費 法 定

福 利 費
合 計

特別職 一般職

212,111 44,181 256,292 
( 9)
30 

報 酬 給 料 手 当 計

人 人

139,333 

  

合 計
( 9)

139,333 72,778 

資本勘定
支弁職員

(  )

212,111 44,181 256,292 30 

前

年

度

損益勘定
支弁職員

( 11)

140,398 

本

年

度

損益勘定
支弁職員

68,222 

29 

72,778 

208,620 44,815 253,435 29 

資本勘定
支弁職員

(  )

(△2)

  

合 計
( 11)

140,398 

△ 1,065 4,556 3,491 △ 634 2,857 1 

68,222 208,620 44,815 253,435 

3,491 △ 634 2,857 1 

　( 　  )内は、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員外書き

（単位　千円）

    

合 計
(△2)

△ 1,065 4,556 

資本勘定
支弁職員

(  )

   

比

較

損益勘定
支弁職員

手当の内訳

区 分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

前 年 度 3,180 1,482 2,637 1,120 

時 間 外
勤 務 手 当

休 日 勤 務
手 当

本 年 度 4,416 1,158 2,881 1,120 7,200 647 

7,680 647 

比 較 1,236 △ 324 244 0 △ 480 0 

2,190 31,084 18,202 

0 467 3,413 

管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

2,190 31,551 21,615 
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２　給料及び手当の増減額の明細

区 分 増 減 額

給 料 △ 1,065 昇給に伴う増加分 953 

制度改正に伴う増加分 220 

その他の増減分 △ 2,238 

手 当 4,556 制度改正に伴う増加分 581 

その他の増減分 3,975 

増 減 事 由 別 内 訳
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（単位　千円）

 平均昇給率 0.72 ％

 職員数 24 人

給与改定の状況

　給料の改定率

　実施時期 平成30年4月

職員数の変動等に係る増減分  職員数の異動状況

                                    （その他）（  計  ）
現 に 在 職
す る 職 員 数

（その他） （ 計 ）

28 人  2 人  30 人  

27 人  2 人  29 人  

1 人  - 人  1 人  

給与改定に伴う支給割合の変更

勤 勉 手 当 581 　支給割合 （改定後）年間1.85月分　（改定前）年間1.80月分

実施時期 平成30年12月

扶 養 手 当 1,236  職員数の変動、制度改正のはねかえり等に係る増減分

住 居 手 当 △ 324 

通 勤 手 当 244 

時間外勤務手当 △ 480 

期 末 手 当 467 

勤 勉 手 当 2,832 

増 減

説 明 備 考

本 年 度

前 年 度

　前年度
平均0.22％

給与改定に伴う増分
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３  給料及び手当の状況

　⑴　職員１人当たりの給与

　⑵　初任給

　⑶　期末手当、勤勉手当

391,348 円 380,739 円 382,292 円 

平 均 年 齢 47. 7 歳 47. 7 歳 52. 7 歳 

平均給料月額

区 分 事 務 職 技 術 職 技 能 労 務 職

平成31年1月1日現在

平均給料月額 358,171 円 343,369 円 346,875 円 

平均給与月額

職制上の段階、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

49. 8 歳 48. 0 歳 52. 2 歳 

事 務 職 技 術 職 技能労務職
一般行政職

区 分

平成30年1月1日現在

362,131 円 351,733 円 344,550 円 

平均給与月額 400,463 円 399,713 円 374,723 円 

平 均 年 齢

技能労務職

一 般 会 計 の 制 度

高 校 卒

大 学 卒 187,200 187,200 

本 年 度

月分 月分 月分

有

備 考
6 月 12 月

有(1.175)  (1.175)  (2.350)  

2.225 2.225 4.450

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計

2.125 2.275 4.400
前 年 度

(1.075)  (1.225)  (2.300)  

　(    )内は、再任用職員及び任期付短時間勤務職員

一般会計の制度
(1.175)  (1.175)  (2.350)  

有
2.225 2.225 4.450

187,200 

153,000 153,000 148,600 153,000 148,600 
円 円 円 円 円
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　⑷　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　⑸　特殊勤務手当

　⑹　その他の手当

区 分
20 年 25 年 35 年

最 高 限 度
そ の 他 の 加 算
措 置 等

備 考
勤 続 の 者 勤 続 の 者 勤 続 の 者

同 上

支 給 率 等

     月分      月分      月分      月分
定年前早期退職
特 例 措 置
(2% ～ 20% 加 算 )

24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

同 上 同 上 同 上 同 上
一 般 会 計
の 制 度
(支給率等)

通 勤 手 当 同 一

代 表 的 な 特 殊 勤 務
手 当 の 名 称

 緊急作業手当　危険作業手当　

区 分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 一

住 居 手 当 同 一

( 平 成 31 年 1 月 1 日 現 在 )

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.8 ％  0.7 ％  0.8 ％  0.9 ％  

支 給 対 象 職 員 の 比 率
57.1 ％  16.7 ％  61.5 ％  87.5 ％  

区 分 全 職 種
職 種

事 務 職 技 術 職 技 能 労 務 職
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　⑺　級別職員数及び標準的な職務内容

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％

（　　）( ) （　　）( ) （　　）( )

（　　）( ) （　　）( ) （　　）( )

1 14.3 

（　　）( ) （　　）( ) （　　）( )

1 14.3 2 15.4 

（　　）( ) （　　）( ) （　　）( )

2 28.6 6 46.1 

（　　）( ) （　　）( ) （　　）( )

1 14.3 4 50.0 

（　　）( ) (  　) ( ) （　　）( )

2 28.5 3 23.1 4 50.0 

（　　）( ) （ 　4）( 80.0) （　　）( )

1 7.7 

（ 　2）(100.0) （ 　1）( 20.0) （　　）( )

1 7.7 

（ 　2）(100.0) （   5）(100.0) （　　）( )

7 100.0 13 100.0 8 100.0 

人 ％ 人 ％ 人 ％

（　　）( ) （　　）( ) （　　）( )

（　　）( ) （　　）( ) （　　）( )

1 14.3 

（　　）( ) （　　）( ) （　　）( )

1 14.3 2 16.7 

（　　）( ) （　　）( ) （　　）( )

3 42.9 6 50.0 

（　　）( ) （　　）( ) （　　）( )

4 50.0 

（　　）( ) (  　) ( ) （　　）( )

3 25.0 4 50.0 

（　　）( ) （ 　6）( 85.7) （ 　1）(100.0)

2 28.5 1 8.3 

（ 　1）(100.0) （ 　1）( 14.3) （　　）( )

（ 　1）(100.0) （   7）(100.0) （ 　1）(100.0)

7 100.0 12 100.0 8 100.0 

　（　　　）内は、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員外書き

区 分

事 務 職 技 術 職 技 能 労 務 職

標 準 的 な
職 務 内 容

標 準 的 な
職 務 内 容

標 準 的 な
職 務 内 容

7級 局 長 7級 7級

8級8級 8級

6級 室 長 6級 室 長 ・ 場 長 6級

5級

4級 副 主 査 4級 4級

主 査 5級

主任技能員

主任技能員

2級 2級 技 師 2級

3級 主任主事 3級 主任技師 3級

計 計 計

1級 主 事 1級 技 師 1級

平成 30年

１月１日

現 在

8級

平成 31年

１月１日

現 在

6級 課長補佐

5級 主 査

5級 主 査

6級 課長補佐

7級 課 長 7級

8級 8級

・ 場 長 6級

7級

5級5級 主 査

4級 主任技能員4級 4級

3級 主任技能員3級 3級 主任技師

2級 技 能 員2級 主 事 2級 技 師

1級1級 主 事 1級 技 師

計計 計
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　⑻　昇 給 

事 務 職 技 術 職 技能労務職

30 人  8 人  14 人  8 人  

24 人  7 人  10 人  7 人  

2 人  1 人  1 人  

19 人  5 人  8 人  6 人  

3 人  1 人  1 人  1 人  

80.0 ％  87.5 ％  71.4 ％  87.5 ％  

29 人  8 人  13 人  8 人  

22 人  5 人  10 人  7 人  

2 人  1 人  1 人  

16 人  3 人  7 人  6 人  

3 人  1 人  1 人  1 人  

1 人  1 人  

75.9 ％  62.5 ％  76.9 ％  87.5 ％  

区 分 合 計
職 種

本

年

度

職 員 数 (A)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

1号給

3号給

4号給号 給 数 別 内 訳

6号給

8号給

2号給

比 率 (B)/(A)

5号給

比 率 (B)/(A)

前

年

度

職 員 数 (A)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

2号給

3号給

4号給

6号給

8号給

5号給

号 給 数 別 内 訳

1号給
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１資本的支出 1 建設改良費 平成29年度 0

平成30年度 135,108 135,108

平成31年度 66,852 66,852

計 201,960 201,960

平成29年度 0

平成30年度 210,924 100,000 110,924

平成31年度 103,572 103,572

計 314,496 100,000 214,496

平成30年度 206,604 206,604

平成31年度 475,448 200,000 275,448

計 682,052 200,000 482,052

本 城 浄 水 場
監視制御設備
整 備 事 業

本 城 浄 水 場
浄 水 池 及 び
場 内 配 管
整 備 事 業

損益勘定
留保資金

本 城 浄 水 場
送 水 ポ ン プ
整 備 事 業

継　続　費　に　関

全　　　体　　　計　　　画

左の財源内訳

項 事　業　名

企業債

款

年　度 年 割 額
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（単位　千円）

前 前 年 度 末 前 年 度 末 当 該 年 度 当 該 年 度 末 翌 年 度 以 降 継 続 費 の

ま で の 支 払 支 払 義 務 ま で の 支 払 の 支 払 義 務

義 務 発 生 発 生 義 務 発 生 発 生

義 務 発 生 額 （ 見 込 ） 額 予 定 額 予 定 額 予 定 額 す る 進 捗 率

％

0.0

135,108 135,108 66.9

66,852 66,852 33.1

135,108 66,852 201,960 100.0

0.0

210,924 210,924 67.1

103,572 103,572 32.9

210,924 103,572 314,496 100.0

206,604 206,604 30.3

475,448 475,448 69.7

206,604 475,448 682,052 100.0

総 額 に 対

す　る　調　書

ま で の 支 払
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（単位　千円）

期 間 金 額 期 間 金 額
損 益 勘 定
留 保 資 金

水 道 事 業
収 益

平 成 31 年 度

か ら

平 成 35 年 度

ま で

395,250

水 道 事 業

検 針 収 納

業 務 委 託

債務負担行為に関する調書

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

平 成 30 年 度 59,287 ― 335,963335,963
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千円 千円 千円 千円

１

⑴

ア 678,822

イ 2,538

ウ

△ 627,593

エ

△ 11,930,262

オ

△ 1,756,522

カ

△ 8,673

キ

△ 38,720

ク 715,193

15,758,323

⑵

ア 2,228,808

イ 475

2,229,283

⑶

ア 280,000

280,000

２

⑴ 2,150,421

⑵ 241,306

△ 835 240,471

⑶ 32,286

平成３１年度 銚 子 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平成３２年３月３１日）

　　　資 　　　産　　 　の　　 　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

立 木

建 物 928,263

減 価 償 却 累 計 額 300,670

構 築 物 23,383,250

減 価 償 却 累 計 額 11,452,988

機 械 及 び 装 置 4,782,662

減 価 償 却 累 計 額 3,026,140

車 両 運 搬 具 35,752

減 価 償 却 累 計 額 27,079

工具、器具及び備品 154,450

減 価 償 却 累 計 額 115,730

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投資その他の資産

長 期 貸 付 金

固 定 資 産 合 計

未 収 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

18,267,606

流 動 資 産

投資その他の資産合計

現 金 ・ 預 金

2,423,178

資 産 合 計 20,690,784

貸 倒 引 当 金

- 235 -



３

⑴

ア

5,201,859

⑵

ア 159,270

４

⑴

ア

301,362

⑵ 510,977

⑶

ア 21,194

イ 25,000

46,194

⑷ 23,667

５

⑴ 6,287,667

⑵ △ 3,695,819

６

７

⑴

ア 8,793

イ 117,561

ウ 118,821

エ 9,828

255,003

⑵

ア 549,969

イ 0

ウ 339,116

引 当 金

　　　負 　　　債　　 　の　　 　部

固 定 負 債

引 当 金

修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計 5,361,129

企 業 債

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

寄 附 金

減 債 積 立 金

前年度未処分利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

負 債 資 本 合 計 20,690,784

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計 1,144,088

資 本 合 計 11,855,607

889,085

企 業 債

受 贈 財 産 評 価 額

剰 余 金

資 本 剰 余 金

　　　資 　　　本　　 　の　　 　部

資 本 金

工 事 負 担 金

賞 与 引 当 金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計 2,591,848

10,711,519

国 庫 県 市 補 助 金

流 動 負 債

未 払 金

882,200

8,835,177

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

繰 延 収 益

- 236 -



千円 千円 千円

１

⑴ 2,041,903

⑵ 3,200

⑶ 32,441 2,077,544

２

⑴ 873,945

⑵ 192,247

⑶ 91,465

⑷ 121,426

⑸ 675,678

⑹ 63,263 2,018,024

59,520

３

⑴ 531

⑵ 5,555

⑶ 129,781

⑷ 20,291 156,158

４

⑴ 92,455

⑵ 916 93,371 62,787

122,307

５

⑴ 595

⑵ 27,778 28,373 △ 28,373

93,934

0

0

93,934

その他未処分利益剰余金変動額

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

経 常 利 益

特 別 損 失

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

過年度損益修正損

営 業 外 収 益

受 取 利 息

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

給 水 収 益

他 会 計 負 担 金

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

平成３０年度 銚 子 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

業 務 費

総 係 費

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

雑 収 益

営 業 費 用

営 業 収 益
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千円 千円 千円 千円

１

⑴

ア 678,822

イ 2,538

ウ

△ 649,246

エ

△ 11,294,607

オ

△ 1,399,600

カ

△ 13,244

キ

△ 47,505

ク 1,099,207

15,184,769

⑵

ア 2,306,622

イ 475

2,307,097

⑶

ア 330,000

330,000

２

⑴ 2,408,326

⑵ 247,545

△ 1,280 246,265

⑶ 32,728

2,687,319

資 産 合 計 20,509,185

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計 17,821,866

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産 合 計

投資その他の資産

長 期 貸 付 金

投資その他の資産合計

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権

電 話 加 入 権

減 価 償 却 累 計 額 22,508

工具、器具及び備品 153,340

減 価 償 却 累 計 額 105,835

機 械 及 び 装 置 4,286,768

減 価 償 却 累 計 額 2,887,168

車 両 運 搬 具 35,752

減 価 償 却 累 計 額 279,017

構 築 物 22,317,848

減 価 償 却 累 計 額 11,023,241

土 地

立 木

建 物

平成３０年度 銚 子 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平成３１年３月３１日）

　　　資 　　　産　　 　の　　 　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

928,263
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３

⑴

ア

5,203,221

⑵

ア 184,270

４

⑴

ア

299,477

⑵ 457,736

⑶

ア 20,059

イ 26,900

46,959

⑷ 23,667

５

⑴ 6,269,729

⑵ △ 3,572,643

６

７

⑴

ア 8,793

イ 117,561

ウ 118,821

エ 9,828

⑵

ア 480,034

イ 0

ウ 369,935

11,596,769

寄 附 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

255,003

849,969

国 庫 県 市 補 助 金

負 債 資 本 合 計 20,509,185

前年度未処分利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計 1,104,972

資 本 合 計

8,912,416

　　　資 　　　本　　 　の　　 　部

資 本 金 10,491,797

剰 余 金

資 本 剰 余 金

流 動 負 債 合 計 827,839

繰 延 収 益

工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計 2,697,086

負 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

5,387,491

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

引 当 金

修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計

　　　負 　　　債　　 　の　　 　部

固 定 負 債

企 業 債
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注   記   表 

 

１ 重要な会計方針 

 (１)  たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 貯蔵品 先入先出法による原価法によっている。 

 

(２)  固定資産の減価償却の方法 

ア 有形固定資産 

・減価償却の方法   

銚子市水道事業会計規程第８６条の規定する取替資産を除き、定額法によって取 

得の翌年度から行うこととしている。 

・主な耐用年数 

建物 １０～５０年 

構築物 １０～６０年 

機械及び装置 ６～２０年 

車両運搬具 ４～６年 

工具、器具及び備品 ２～１５年 

  イ 無形固定資産 

  ・減価償却の方法  定額法によって、取得の翌年度から行うこととしている。 

  ・主な耐用年数 

ダム使用権 ５５年 

 

(３)  引当金の計上方法 

ア 退職給付引当金 

本市は、千葉県市町村総合事務組合（退職手当組合）に加入し、毎事業年度支払う一

定の負担金及び退職時の特別の事由により生じる負担金は、水道事業会計において負担

しているが、一般会計との取り決めにより、他の追加的負担は全額一般会計において負

担することとなっているため、水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、負

担金の支出時に費用処理を行っている。 

イ 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当（これらに係る法定福利費を含む。）の支給に備えるた

め、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月

までの４か月分）を計上している。 

ウ 貸倒引当金 

 債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については過去３年の平均貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上している。 

  

(４)  消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
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２ 予定貸借対照表等関連 

(１)  企業債の償還に係る一般会計の負担 

  貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一 

般会計が負担すると見込まれる額は８９４万１，０００円である。 

 

３  その他の注記 

(１)  新会計基準移行に係る経過措置 

ア 修繕引当金に関する経過措置 

   平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例によ

り取り崩すこととする。 

 

(２)  年号の表記 

  年号の表記は、簡明化のため平成で表記している。 
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